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中国にbける資本蓄積と農業， 1952～1972

一 一 第 1次 5カ年計画期の枯造分析と 1960年代以後の十持活についての刊ー論一一一
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この論文では，革命後の中国の経済発渋過保に

おける農業部門の役割を析出することを目的とす

この場合，経済発膿の中心となる資本帯積にる。

焦点を合わせ，

分析した。

そこでの農業部門の役＇ ,'il]:J）間過を

資料の不足のために， 1950年代と1960年代とで

は同じ質の分析を行なうことができなかったが，

農業部門の非農業部門資本形成に果たす役土佐分

析するために， f直接効果j と「間接効果！ とU、

う二つの概念を定義し，資料が比較的利用可能な

1950年代について計測し そとからえられた経済

構造についての知識をもとに， I部0～7211三；ニ間す

る大雑把な推論を行なった。

II 1}1 l"klにおける資本蓄積機構，

1952～1957 

資本形成パターンの特徴

2 

紀出
t’ 
日！岡今

ここでは， l952{f;IJ~ ら 1957年にし、える問の資本

形成ノfターンの特徴を指摘し， かっこの論稿で分

析すぺき問題の提起をしておきたしら

第1表から明らかなように、 195の年代の粗投資

率（粗投資／粗閣内生産物〕は1930年代のそれに比

較して，段階状に上昇している。 1936年から1952

if；ニL、たる聞に約Hi年間のプランクがあるとはい

え， 1931年～193/-i年の粗投資皐の平均7.5%が1952

年～1959年の平均で24%にまでも上昇している

実は注目してよし、であろう。 この事実の分析はこ

こでは行なわないので指摘にとどめるが，現代It1 

i手｜経済の構造合理解ずるためにぜひ本格的分析が

なされねばならないであろう。

どの論稿での主題により深いかかわりを持つ事

実は第1表に示されている1950年代の高い粗投資

率であり， かっその投資率の安定性である。 1953

年から1959年にかけて，粗圏内生産物の23%～26

%にものぼる大きな；t;1j合が，粗国内資本形成にま

わされている。ちなみに， 1953年から1959年の間

の粗投資率の平均は， 24.4%であるが， これは同

時期の諸外国と比較してみても，ほとんど最高の

投資平のブルーイ；ニ属しているCitI）。

羽三表は，中［14経済を農業部門と非農業部／ILj!:: 

に分け，各々の部門での投資率を示したものであ

る。両部門ともに，投資率は比較的安定しており

民業川円のそれは10%～13%、非農業部門のそれ

は31%～35%である，農業部門においては，殺や

かな粗生産（物〉の伸びに対して10%～13%の投
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館 Ia祭 中国における資本形成， 1931～36, 1952～59 

（単位： 10幡元， 1952年価格表示）

年 語［CG菌D雨C明F）粗国（G内D主P的）IGDCF GDP 

1931 4.10 
32 4.44 
33 4.4fi 
34 4. 19 
35 5.］行

36 6.07 

1952 14.56 
53 18.81 
54 20.31 
55 21.46 
56 26.04 
57 23.72 
58 26.94 
59 32.00 

β2.34 

''j 64.11 6.9 
1,3. 'll 7.3 
59 .5:l 7.0 
,,:l.5:> 8.1 
り7.56 9.0 

74.67 19 'I 78.99 23.8 
83.31 . 24.4 
86.57 24.5 
97.28 26.8 
100.82 . 23 .5 
117.71 22.9 
127 .98 25.0 

6:-i.so I 7.5% 
86. 94 I 24.0% 

I 24.4% 

（出）好） K. C. Yeh，“ Capital Formation，” in 

Economic T問 担dsin Communist China, edi-

ted by Galenson, A. Eckstein and Liu, Ta-

Chung, New York, 1968. 

第2表 中国における産業部門別資本形成，

1952～1957年（1952年価格表示）

（ヰi/j'):10億元）

直乞業費円 ,Jr: fl'I で部一向

'I・ IIN:J義生産1-GI糊ぞ内 Tlfjl生産iGI 
（（；山GP)IGP j(G r ？ ~~i普 ttp)! GP 

1952 14.661 35.19113.2%1 9.901(:o.17)1 :,9.48125.0% 
53 13.951 35.59111.9 I 14.861(7.37)1 4::J.40'.34.2 
54 13.451 36.191 9.5 I 16.861(9.04)1 47.12;35.8 
55 14目09136.6511.2 I 17.381(9.89) 49.9234.8 
56 !4.951 37.97,13.0 I 21.09:12.29: 59.3235.5 
57 :4.27j 38.15p.2 ! 19.4512.36) 62.6731.1 

平均（！ [{1瓦！ ; •• 132.7 

（汁¥YiJT) K. C. Yeh，“ Capit:il Formation，” in 

πconomic Trends in Communist China, edi-
ted by W. Galenson A. Echstein and T. C. 

Liu, p. 521，の表4と，本論文の第1交の極圏内
資本形成上り計算した。

資率が維持されているが，非農業部門においては

急速に成長する粗生産（物） (1953～1957で44.4%

の成長率〕に対して31%～35%の投資率が維持さ

れており，その投資率の高低のみな九ずその様相

においても，きわだった対照をみせている。

以上述べた両部門における投資は，両部門の生

産・支出・分配を通じての部門聞の資源の流出入

を通じて実現されたといいうる。

ここでは司相対的に高い投資率を実現した非農

業i'm11Yの資本形成に焦点を合，わせ、農業部門との

関係さ：分析「ることを目的とす心。農業部門にお

ける投資コ芋も決して低いものでな、、が，農業部門

の資本形成は非農業部門のそれとは異質なもので

ある。非農業部門投資はその決定，資金の澗遣にお

いて基本的に中央計画当局によって支配されてい

たとい〆〉てよい。しかるに，農業部門においては，

時期に上 p てその基本経営単位は変わったといえ

（個別の農家，初級合作社，高級合｛午社，人民公？土，生

産大政などと〕，その投資の決定および資金調達の

ための資任は全て基本経営単位にあるというシス

テムが支配的であった。その結果，農業部門の資

本形成は，いわゆる「農民投資」をベースとする

ものであり，公的投資を中心とする非農業部門の

資本形成とは異質的なものである。したが〆〉て，

農業部門の資本形成の分析のためには，稿を改め

とそれ臼体を独立に分析した方がよいと考える。

2. 初期条件の分析

1950年代の非農業部門における平均32.7%とい

う高い投資率がいかなる経済メカニズムによって

維持されてきたのかを，農業部門との関係に焦点

土台わせご分析しようとする場什，この関係をよ

り明肱に析出するために50年代の工業化の初期条

件につL、て若干触れておくことが必要であろう。

；ぉ 3去は，第1次5カ年計l凶期の開始の前年で

ある1952年と，革命前の中国をもっともよくあら

わしていると思える1933年について，各部門の 1

人当り粗生産を示したものである。これから明ら

かなけJ に，農業部門，非農業部門とも比， 1952年

においてずでに1933年の生産性を回復Lている。

3 
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初期この仮説の全体のf訂正は後述すると Lて、喪主部門と非ft；￥、部門の人11l人ずい）'1＇」産-rt命官つ 3c拍車、，，岳、

ごた什：との関係で分析しておかねば、ならないの：:t,成長、4195:2午19:l：，年

~l4 ヨ自fi ここでは、士山北平山

十三格的えd，主i1＇＼＇分析を行なう余裕がfょ1、、J）で喝われ

われ山問題に｜羽iiliさせて簡単；こ触れておきたし、J

｜てf自己主7存についてである。1.00ら
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'(: 土地改革の長も大きな半日々効

県であ予fことしてし、る d[:!¥ 

日1i1!J再分間切来が‘

1 (> ,) 1()1 

(l()lコri:)
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(l刈－fr:)
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(1007じ〉
100 

(I 7利己）
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1 人：＇，り 11,n 業；·~st ＇守）守二~f 土地改革11江n伝抗的中［1'.j(19:B{rを

｜ヨ，Jlt Ni 1浮の

l:l. :_;o：υ戸、 Jit（に• t1J 子打、，，，・ i~l~ln常業 f:IJ 刊と L

て！Fifi底力、 F》］也主：3主び富裕畏にJごJムわれていた

L1ppit i土‘

rp心にいI；司11されてレる1におL、てl士、

'C》，，
4三 0

（日1所） Liu Ta Chu日記 andKung-Chia＇｛品、 Yソ）（＇

F:conomy of the Chines，’ .1lainl,rnd 入＇atio
nal Income and l~conomic j),,,,cloj>mcnt, 

1933～ L959 

この部分が地主およ i:J、

：：＼＇裕誌の山氏に向けられてし、たとしている。 1リ；，＇.＿；

q-.,i＿）柏［JJ民生産物 714億1000万元し刈；j，三%は91億

ど批fl卜してン、るc そして、

r1ti1m1吋間のと主jを性格差はち 193~-lifのそれただし，

がそのまま1952年に持ち越されてL、ふ。

各部門のm生産物の絶対レベノしかじ句 これどけがtJ也iY.c斗をiiliじて；J:F:i二

ラy円己されfことしてし、る。

この91{意元のう士〉司約111）志元；土貫雇出口〕m費の

' ームー サ ' Tじし：ん五 ,;__:, 7，＇可資本形成

にまわすことのできる経済余剰がどのくらし、｛r{-+

するかを指示！でさるほどの資料をj汁 iわれは持t,

台せていたいっただ‘中jtJが本俗的に工哲／I二に入 増大によ〉て農業郎11十jにお＼、て消失したが，残，）

7川（）（吉元l土農業税によ－）て司ふるいは工業生産物

てと告jif：物どの価格差を利用ずることによずラて司

ずでにJド民主計；［lfj♂） 1人、11IJ 

相生産が民主主店［Hjのそれを約 1.8f;U.ii1lっていた

ことはj主Uiこi[｛［寸るでめんう。－）まり， 1952（干の

る1952年のll'f/i，で‘

全部門を中心とする非農業部門の資本形成のため

オ｜ュ毘宅部門に吸収されたとしていl＇）百合として，！：支｛ヒのた／！ヲ円資本形成八時点で非足立郊l11Ji主．

二のよう少たくとも1956年頃まで，

ー，，

〆＂＇。

Lippit i土、

；ミ？と；rnrすぶりも

はるかに大きな守主流余剰を持ってL、／こということ

になる。

の資源の供給という点において，

工業部門合中心とすかつ。「；＿ J力二ズムが｛必jき、

上述の二日也氏る資本形日立のための資金源として，この論稿の）九本｛反社である以上のことか i,,

あ寸たと主日目してし、る。

先に述べたわれわれの仮説との閣連からレえば

Lippitのこの主張はまったく反対のそれであると

しべ、うるであろう。

必、T妥欠く，＜からざるもので革による民業余剰i土，「少なくとも195（）｛「会代の工業化；こ閉する限り，

業部門を中心とする非農業吉＼＼11可の資本形成i:l:, 戸

L 

の必要資阪をそのw店内内でほとんど i'l己凋達して

したがって、非民芝加門のむいたのではtc,、か，

本形成のための資源の純供給打土してのfl主剤；l"l

その生産物の何 P、一
セントがj也代，利払＼ ＇，注業利潤などの形で富裕良

1：地改革r）りの中l司：：討すで，一部分の役；~Jj な h立要でなかった J＇という何iおは，

1E主化されゐのではないかの

4 



二；；－ 4表 中国における農民投資 （単位： 100万元）

1953 955 I 附 I 1957 1即～即i年の total
一一一一一一一

①農民間定投（Ne資t) 1459 2083 2461 4072 j 3,000 13,075 
（（時195価2)年価格表示）2007 2394 2965 5027 . 3, 750 16,143 

＠農民運転資本投資 1076 1151 3,925 
1092 1149 957 288 434 3,920 （（時19価52表年示価）格表示）

農民投資（①十⑨） 2,535 3,234 3,431 4,361 1 3,439 17,000 
（（時19価52表年価示）格表示｝3,099 3,543 :-l,922 : 5,315 i 4,194 20,063 

政府農業投資 767 456 696 , 1377 1386 4682 (1952年価格）
一一一一一一一一一

（出所〕 Shigeru Ishikawa, National Income and Capital Formation in Mai刀landCh仇a，アジア経済研究

所， 1965,p. 188. 

－地主に吸収されて消費されていたのかというこ

とに関して， Lippitの推計に対応さすべき祭者自

身の推計は持ち合わせない。したがって，この商か

ら Lippitの主張に異を唱える資格を持たないが，

Lippitがその分析から落している震要な要素があ

る。 Lippitは農民に再分配された，従来富農地主

によって浪費されていた所得のうち，農業内に残

存したものとして，農民の消費の上昇分のみをと

りあげている。

しかし，農民が自ら資源を調達して行なういわ

ゆる“農民投資”にまったく触れていない。

1952年以前のデータは利用できないが，第4表

は1953年以後の中国農村におげる農民投資であ

る。いま， 1952年の農民投資を近似的に1953年の推

計値で代替させると，第4表から明らかなように

1952年価格表示でのそれは30億9900万元である。

これは V.D. Lippitのいう，農業部門から非農

業部門に投資資金として吸収された50億元の約

60%にあたる。したがって，土地改革による所得

再分配から出てきた農業余剰がたとえ Lippitの

推計通りであったとしても，非農業部門が吸収し

えた資金は， 50億元一3030億9900万元~19億元で

あるにすぎない。

これは， Lippitのいう農業税 (1952年〉収入の

27億 400万元にさえもみたないものである。恐ら

く， Lippitの47億元という消費増大分の推計が過

大にすぎているのであろう。この47億元のうちの

相当部分が，農民投資の方に回っていたのであろ

ワ。

以上のことより，われわれは土地改革を通じて

の所得再分配による農民余剰は，そのほとんどが

若干の農民消費の増大と農民投資に向けられ，農

業部門内で使いつくされてしまい，したがってそ

の余剰が工業部門資本形成のための資金として供

給される余裕はほとんどなかったであろうと結論

づけたい。

もし，若干なりとも農業部門が非農業部門の資

本形成のための，純資源供給部門であったとする

ならば，それは上述の農民投資と中央政府による

農業国家投資による，農業生産の上昇部分からな

されねばならなかったではないかと考えられる。

この二つの農業投資のうち，量的には農村内の伝

統的資源による農民投資が， 50年代を通じて圧倒

的ウェイトを占めていることは第4表より明らか

である。さらに，この農民投資が伝統的資源による

ものであったために，自ずと50年代の農業生産の

成長を抑えたことは，多くの研究者によって指摘

されている悦3〕。このことから，農民消費を大幅
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に切り下げないかぎり，農業部1191):':H：良支部門の

資本形成の点妥な資金の組供給者になることは不

可能と考えられるが，農民消費が，大幅に切；J 1~ 

げられたということを示すデーターはみあたらな

い。このことからも．先に述べたjヲれわれの民本

仮説の正当性が部分的にではあるが，恨拠－：；itI', 

れるであろう。

以下ではラわれj、；！ttl)5Qiff-¥'.;iこ関する上J主のi占

本仮説をさらに立し入 Jて諭託してはlきたし、内

3. 直接効果の分析一一資源の純流出入

農業部門左非農業部門の間では，生1$：， 分配，

支出の過程を通じて，種守 i'.c経済資源（7）交換が，

様々な形態、で行なわれているヲ

この経済資源の交換の結果が，ノス業部門の十イ

ドからみて、純流出 O,ii/1＼＞流入）であちたのが純

流入であった（流入＞流出〕のかEいうことを計

測する研究に先鞭をつけられたのは， -1犠大学の

石川滋教授である位1〕。ここでは，この石JII教ほ

のアイデアを｛？？りながら，計測のフレーム・ワー

クをより明俸にして‘石川教段とは異なった角度

から， 1953～1957年の中国経済iこっし、て計測を行

ないたし、。

まず，フレーム・ワークを示すことから始め上

ソ。

この論稿の以上の論述でi土、いまだJ；ミ業部門の

明確な定誌を与えてこなかったりここでは， Ct支部

門を， i品村における農業経常の基本l:jifをの集 ;'t;;: 

7主む経済活動部門左定義しよう内したが）ご，アケ

ティビティ・ベースで定義された民業部門ど比較

して，中国をはじめとするアジア足業；こ特有な民

家副業（品I］業的F工業，通I］業的家内工~－見1いv1:uの

運送など）をそのなかに含めることになる。さら

に，中国におL、ては，設業の基本経常単位が個別

農家，合作社，人民公社と変化するが，その場合

6 

にはそれれがヒでいう畏業経常の！占本単位として

芳えられていることを付言しておきたい，民業部

円以外の経済活動部門はすべて非農業部門と Lて

定義する。

経済資i原の干名転としては，労働人口の移転はそ

;7）中；二合ましてないが，それ以外のフローと Lて

の労働サービス山［＇ t転をも含めて．すべての経済

,,¥f/J：二必要な資源の移転を含む（.のとする 3 さら

に， i~ ての資源のJ「1而は fini格表示によ.，てなされ

うる 1，のとすーるc

ヒのような仮定の下iこ，次のような農業部門、，，

↑士会勘定を¥f'・）てみよう L在日）。

(1 > 農業部門生産勘定

・1-11 :ii＇農業部門かムの財貨
・ザーヒスの購入

11-21同7己資本減税の引当

ιl 3, （控除）経常補助金
（生歪術怜刊助金
利子補給補助金

:1-41 i実業部門所得

1-5 農産物その他の版
ソ己

' 11-6＇農業部門白京消貸

,1 7.在庫消

1-8.総同定資本形成
i連物，機械，動！
Vvι判1＇（杓 1
（政府農業投資＋＼
農民投資

l父 Jム賃金i支払地代
支払利子
合作社人民公社等剰余｜

：：三業部門総投入額 農業部門総生産額

(2 > 農業部門支出勘定

(2 1）農業部門自家消費（1-6) 1 (2-6）農業部門所得
(1-4) 

(2-:C）巽外部門n1貞利子J品、 (2-7）非農業部門より

(2 3〕農業税および税外（'lts. の移転支払い
J政府による農業投資＼

(2.4〕農業部門貯諮 （も含む，また経常；U
'Hiも含む ' 

;;11業部門の支払 農業m，門の受取り

0)  茂業部門の資本調達勘定

(:H）総固定資本形成（1-8)

(:M） 在 庫 明 （1-7)

総資本形成

! (3-3）固定資本減耗（1-2)

I (3-4）農家貯蓄（2-4)

総資本調達
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(4> 農業部門対外取引勘直

(4-1) :ll＇~~l部門からの移
転受1j＼（り (2-7) 

(4-2）農産物その他の販売
(1-5) 

(4-3）経常補助金受取り
(1-3) 

(4 4）非農業部門からの財
貨・サーピスの購入

(1-1) 

(4-5）農業税および税外負
担 （2-3)
農業部門負債利払い

(2-2) 

(,Hi）農業部門の島原の純
受取り（支在、い）

総資源のうけとり l 総資源支払

以上で叙述された農業部門の勘定体手告の特徴は

この部門内の諸経済活者）jの決済は，勘定＜ 4＞の

(4-6）；農業部門の資源の純受取（支払い〉によっ

て行なわれているということである。つまり，

{(4 1)+(4 2〕＋〔4-3）一｛（4-4）十（15)) 

というく 4＞の左右の浅差として，（1!-6）；土計上

される。この残差は必ずしも全てが農業部門の非

農業部門に対する債権債務の具体的な形態と対応

しているわけではないが，理論上はこの＼＿4-6)

は何らかの形でのストヴケの純流出入；二対応して

いるであろう。

<2＞の民業部門支出勘定において、 （24): 

農業部門貯蓄は，

(2-6）十（2-7）一（2-1）一（2-2）一（2-3〕

という残蓋として定義される。この農業部門貯蓄

が＜ 3＞の資本調達勘定の利達サイ日二入、てい

るが，この貯蓄には農業部門投資とうらは九な貯

蓄部分が含まれる。たとえば，中国農民投資の大

きな割合を占める，農民の自家労働と自家資材に

よる小規模建設投資は，すなわちそのま主長業部

門貯蓄どなるようなケースである。

以上の勘定体系より，われわれは農業部門対外

取引勘定＇ < 4 ＞の残差羽（4-6) ( ！実務部門の

資源、の純受取［または，乞fl，］〕によって，先に述べ

た農業部門のネットの意味での「資棋の受取」の

状態または「資源の支払」の状態を計測すること

ができる。

ところで，先述の勘定体系より，

tミ業部門貯蓄（（24）三（2-6〕＋（2-7〕ー（21）一

一（2-3)

三｛（1-5）十（1-6)+(1-7〕

(1 8) 

一（1一り一（12〕十（1-3)}+(27〕一（2-1）一（2:3) 

主主（1-5）十（1-7)+(1-8)+ (2-7）十（1-3）ー（1】 1〕一

(1-2）一（2-3)

どなる。

また，純資本形成法（3-1)+(3-2）ー（3-3〕

=(l-8)+(1-7）ー（1ーの

であるから， ヒ式より

設業部門貯蓄一純資本形成

五（1-5〕＋（2四 7）十（1-3〕一（1-1）一（2-3)

三（42)+(4-1）十（43）一（4-4）ー（4-5)

二（4-6)

となる。つま川 われわれの勘定体系の下では，

農業部門における貯蓄と農業部門純資本形成との

差；立，対外取引勘定の資源の純受取伎才ムい）項；

(4ーのに恒守的に等しいことになる。したが〆

上式の左辺（立貯蓄一純資本形成〉からも，農業部

門への資源の純流出入の状態が計jljできることに

炉、 ーヲ，
t ハ

l ，、~。

いま，国際取引がない経済を考えて，その純国

民生産物をY，農業部門の消費をCA，貯蓄を SA,

純資本形成を IA，また，非農業部門の消費をCN,

貯蓄を SN，純資本形成をふとする。そのとき‘

Y三C.，十（、N+IN+L・・・ ー・・…（1)

Y=SA+sN+cA十CN......…（2) 

となるから，（1）ー（2）より

IN -S、三SAーL… ー ー…・・（3)

となる。つまり，（3）の SA一IA>Oであるとする

とき（この時，先に述べように農業部門からの資源の

ヤ『，
I 
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純流出があることになる〉には， その薬舗は非農業

部門の資本形成が部門内貯著書で賄いきれない部分

を補充していることになる。逆に S.1-l,1<0C農

業への資；1反の純流入〉であるときは， tとの資源の純

流出のためその分だけ非民業郊［lljの純資本形成は

i成ノ＇frLたことになるo

以i；の理由より， われわれは先に指掃Lた勘定

<4＞の（4-6)（農業部門の資源の純受取または純支

払）をもって，農業部門が非農業部門資本形月比に

与える「直接効果」 と呼ぶことにする。

三の論議では，先に述ぺた（農業部門貯蓄ー農業

部門純資本形成〉という式上り，このti！？妾効果を計

測するであろう。

iiriWI結果を示す前に，われわれの立以の純流出

入という概念と石川教授のそれとの遣いに若干触

れておきたい。石川教授は（注6)'

λ1-E＝〔U.i-S,-Tc-Tt-）〕十（Y，，十Tc)
II II 

=lζ 十 V

とL、う関係より， M-E=Rまたは｜：えの右辺を

資源の純流出入としておられるc

fこfこし，

M：消費用財・サービス中関投入財，資本財の

非農業部門からの購入，および；良楽部門への

政府の経常支出および投資支出

E：農業部門生産物の非農業部門への販売およ

び農業税支払い（たどし現物fll)

l.1：設業部門投資， S.,.!K業J；討す；＇1U'r蓄

'J~ ：設業部門への経z戸（·移転純額（政！母経営支出

を含む）

T1，：資本の純移転（政府投資を含む〕

YF：農業および非農業部門聞の要素サービス

純受払u、

氏自資本および債権Cfむの純を：払v、

V：要素サーどスおよび経常彩伝

8 

である。これから明らかなように，石川教授の

「資猟」は間部門で生産される財を指すのであり，

その純流出入とは，財の流出入を表わすことにな

づ.） LかL‘われわれの「資源jははわ’〉［也に、種々

の従来月一ーピスおよび経常移転t汗じことにな

:J‘行川教授の （M-E)+V二 RiV ：こよ 、て資

;D;(,'11iQ流 1111人を計測することになるコそ Lて，

R十V=Kとなり， 石川教授のKはわれわれのス

トックの純流出入ということになる。 したがって

われわれの概念の方がより広範な経済活動を捕捉

しでいお竺とになるであろう(it・:,.,

と二ろで、 jil,j部門の生産物σ）交mi；イゴ／；われる

,Jl'U1ili格IJ，；， 均衡価格と事離して L、るために．表

面（IJ な等 l~li交民のなかに， 自にみえな＇， 'lf；で資源

の移転が行なわれるケースがある。均衡価格を次

のように定義しよう。生産技術が与えられ， かつ

諸資限の利用可能量が与えられているとき， それ

らの諸資臓の現実価格に対応して決まる生産物に

｜込1j一三、i品、了七f:l!i十件 (Shadow Price) 士‘ 生産物の均

11hr :11:i怖と 1る。農産物の均衡価格を I'，本、札実価

｜九之島打、 ,.ff'~＇｛部門生産物の均衡価格をP..y，現実

価格を P，.， とする。また，部門聞の取引数量を，農

産物に関して E＇， 非農産物に関して M＇とする。

このとき

R=1¥1-E=M'(Pm-Pm*) E'(Pe-Pe＊）十1'.1'

J>，.キ （：¥I’（P，況－P川＊ E'(P, l＇，ネ） I (:¥1'1う，Y

g}',') 

となり， ｛λi'(P，拙 －P.本）－E'(P P，不）） が現実価格

とJ'.J術価怖の不離による資源の柏移転部門であ

る。中開の場合， 生産物価格が政策的に操作され

ているので均衡価格からの事離が大きい。 しかし

ながら現実の計測においては， この均衡価格を推

定十るのはきわめて困難である。

われわれが，先に述べた（農業部門貯蓄一段業部
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円資本形成〉 (.1-6〕の式より，その右辺サイドか

らの推計を避け，左辺からの推計を試みるのは，

上述の問題があるからである（（4一川を推言iLょ

うとすれば勘定＜ 4＞からしなけれは、ならず，

したがって， ¥-_ （！）問題を解決しぺければたんた

し、）。

われわれの推計は，第 5｝交に示してある。この

推計i斗J いて，；；~業部）［！IJltr告は残壬として1~Lllーさ

れている。つまり，＜ 2＞の農業部門支出勘定よ

り，

{ (2-(i）十〔27｝ー｛（2-1）十（2-2）＋〔2-3）烹差益浪部

門貯務

を件、 これによ Bて推計」した。農たおじ門資本形成

（純〉は独立推計のものに依存している。

み＇'iふ衣からIIJ］らかな上うに，第 1；大 5カ年，；1-uil 

期には，農業部門への資源の純流入がわずかなが

らあ円たが， 1955年以後は純流出の状態にあか

5り年，l十両期全体で、約40信、6200万元の資源の純ιi;

出があったことになる。しかし，これは第 1次6

カ年計雨期の｝~;J＇｝業部門役立の合 i汁である 89/i

元4000方元の 3%前後にすぎない。

したが iて，第 1次 5カ年計同期を通じていえ

ば，われわれの意味での直接効果は無視できるほ

ど微小な 4汁勺である内ゆえに，この期間内民業部

門が非農業部門資本形成に与える直接的効果に闘

す弓限り ,i，立的で仏、たといってよいであ人う。

4. 非込業部門における資本蓄積源資の自己

認途メカニズム

：しにおいて明らかに Lたように， 「直妓効果j

に関する限り，農業部門は非農業部門資本形成に

けLてほぼ中立的であった。：-l.における議論から

明らかなように， 4二の乙二とは非農業部門における

資本形成のための源資が，結局のところその部門

l付？自己，；／占］注されkけ九ばな九なかったことを意

味する。

二こでは‘ 1.で！°R摘した非民業部門資本形成の

ハターンの特徴と関運づけながら，口に述べた非

換業部門における資本形成源資の自己調達メカニ

：イムを，以述的にではあるが行干分析しておきた

U、。

ここで；；）れわれが分析対象と「る195:3～1957年

の時期までに，新中国の国民経済の社会主義的改

Bl 5 'Q 中IW;l業部門における資;1tj（の純流出入(1952年価格表示）

ト（2-6):！；：！京都内所iヰ（公社剰余全を含む）
十（2-7）：非農業；部門の移転支払ャ
一（2-1）：盤整楽部門自家消費
一（2-2）：農業税および税外負担（含副業〕

A：農主部門貯蓄

十農業部門農民純投資l
＋政府農業投資j

B：；農業t百ll"J純資本if%文

(A-B) 
＋：純流出
一：純流入

（単位： 10億元）
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(l:f-llJr) 『中間経済発展の統；，1的研究ふアジア花1削JI'究所調荒川究双子： 第7集， :52ξージ。 ShigeruIshikawa, 
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遣の基礎はすでに築かれていた。つまり， 1949年

から1952年にかけての「国民経済復興期jに，土

地改革の完成，満州、｜における日本資本を含む外国

資本の国有化，銀行貿易業務および全国的基幹鉄

道の｜司有化，！日国民党支配下山官庶デルジョア資

本のl:fl有化を完成し，かつ財政金q,：たに統括しそ

の支配的なものとするととれに、通貨を統一し，

インプレーションを収束してしまった。この基盤

の上に1952年から始まった「過度期総路線」の下

では土地改革によって小農民経済化した農村の社

会主義化と，いまだ国fff七されてヤt;_い民族ブ、yレ

ジョア資本および零細個人資本山1q有化が，中心

的政策課題であった。

二の政策課題は， 19:J(i～1%7年に I，七本的に完成

した。したがって，われわれがここで分析対象と

する1952年～1957年には，非農業部門も対会主義

化のまさに過度期にあったといいうる。ゆえに，

非農業部門においでさえも中央官十閣投資と民間お

よび平民間投資が混在LC，、た」， ）士り，非農業

向i門投資の全てが中央計雨j当同ν＇）111誌のコントロ

ールの下にあった訳でi土f川、。し／］べながら，第

1次5カ年期全体をみれば，員系投資を除く全

「資本建設投資Jの88.5%が政府財政を通じてな

された。その残りといえども，中央財政の枠外の

地方政府財政からなされており，純粋に民間企業

の支配下にあった投資i土決＇）して i,くはなかった

とし、えるであろう惟8）。この中央則政支出を中心

として行なわれた第 i次らカ，ri111i11Jti1の非農業部

門投資がャかなる機能を果たして L、7こかをみてゆ

こう。

そのために，非農業部門に Fel'dman-Domarモ

デノレの適用の可能性を検討してみる。このモデル

においては，経済が消費刻産業と投資財産業との

2部門に分割され，各守の告1sr小

IO 

それぞれ一定とされ，労働は一定の賃金率の下

で，無限弾力的に供給可能であるとされ，中央計

舗当局は消費財産業と投資財産業とへの投資の配

（二こでは投資財産業の生南物の配分三引を決定

一1－るとされる。ここでは 3.において明らがにな

住宅Bl：門が非農業部刊の資本形式に対して

I II守法的には中立Iであるとい行事実を前提にし

て議論を進めよう。

まず， 1953～1957年という比較的短期を対象

としているので，産業の 2部門分割（非農業部門の

2部門分割） i)；可能であれば， f宇守 0')部門の日艮界資

＊係数7トー定であると仮定する二とはいJ能であろ

）。

l ~i:-；ゴ ijミか 1·,1957年の聞に 1 人当り；自首’が約11%

k昇しているので（注9）＇近似的にも実質賃金が上

昇しなかゥたとはいえないが，労働の生産性がこ

の間に23%上昇していること（注10〕，を考え合わせ

ると，労働供給が無限弾力的であったと仮定して

久んさく耽実を草離することはないであんう。

J辻｛灸に浅る問題は，非農業部門産業の 2部門分

)ftjJ）可能性の問題である。理論モヂルではしばし

ばfrなわれる部門分割であるが，実証研究におい

てはこのような分割がいかに困難であり，かつそ

れをあえて行なえば現実と理論とが事離してしま

うことは，多くの研究者によって指摘されている

('.J］）、した／J＂って，ここでもさjヲめて大雑把な議

II前しかできないが，われわれの立凶はそれで十分

j主 Jせ九れるであろうことじ以下で11月らかになる

-- , ーグ ャ、ー、 f、） ') ）。

多くの研究者によって，第1次5カ年計画期の

投資は「重工業部門」に集中されたと指摘されて

いる。事実，国家基本建設投資の部門間配分をみ

ごも， 19日年から1957年に刀、けて，五工業（投資

id産業〉への配分比率は急速i.::r勾まっ v亡し、ること
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国家基本建設投資の部門間配分（時価表示）
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（出所〕 r偉大的十年』 61ページ。
〈：干〉 本来．重工業対軽←仁業〔悦模による分害1J）と
資本財産業対消費財産業（財の特質による分割〉
とi主異なるもの？あるが中凶の公式の定奨でね
上の二つの分割が等障されている。〈国家計画委
員会，『中華人民共和国発展国民経済的第一個五
年社劃的r,詞筒釈』， 北京人民出版社， 195日年，
1ページ。

第6表この場合， J監工業

〈公式には護工業と投資財産業は同じものとされてい

る〉は，電力，石炭，鉄鋼，非鉄金属，金属加工，

基幹化学諸工業および建設資材産業，木材工業を

は第6表から明らかである。

I今に述ぺたr之
資財産業（ 重工業〉へ優先的f，二投資が配分され

ていたことが明らかである。

j'i,j家財政を通じて，含む。つまり，

この中国の公式の定義弘工る投

「その他の十一ビス業」をおくとすれ

「わf.L;j、れの意味での投資財産業jは‘それ

への投資配分に関して中央計画当局のコントロー

yレの下にあったといってよU、であろう。

具体的tこは，先（こ述べた公式の定義の投資財産

業（または，震工業〉への優先的投資配分を通じて

「われわれのいう嵐味での投資財産業」への投資

の優光的配分比率九三決定されていたものと考えふ

れる υ

以上のことを総命すれば，非農業部門へ F巴Id'-

man Domarモデルを適用することは，妥当性を

持つであろう。

Fel’dman-Domarモデノレでは，

X，：投資財産業の純生産額

V，：投資財産業の限界資本係数（一定〕

X2：消費財産業の純生産額

Vこ：泊費財産業の限界資本係数（一定〉

日：投資財産業への L の配分率，（1ーのは

消費財産業への X，の配分比率

とすれば，

X, <0 = X1(0) 

資財産業は，概念的に必ずしもわれわれのいう

「投資財産業」と一致する訳ではない。われわれ

の「投資財産業」は， F日I'dman-Domarモデノレの

それと同じよう仁，財の性質によって定義されな

ければならない。つまり，投資に投入される財を

生産する産業として定義されねばならない。

第7表i土ヲ 1956年のrfi国の22部P'Jr主業：主将司表；ぅ、

ら， 1956年の最終需要の粗固定資本形成をもとに

して計算した，粗閏定資本形成の生産誘発係数を

示したものであるば問、この芥窪業内誘発係数の

うち小数点第 2位以下を切り捨てて oCゼけに

ならない産業を示すと以下のようになる。

しかしながら，

ゆえに，

iま，

0.2 

0.3 

0.2 

0.7 

0.2 

1.6 

10. 建政資材，

12. 鉄鋼；

14. 機械工業，

20. 建設業；

21. その他のサービス業；

投資財産業生産誘発係数ェ

その生産誘発係数の合計が 1.6となり，粗固定資

本形成の生産誘発係数の合計の 2.1の約80%にな
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したがって， j〉れわれはこの五つの産業をわ

れわれの意味で、の投資財産業と呼ぼう。との投資

財産業を構成する建設資材産業，鉄鋼産業，機械

工業は，中！主lの公式の定義の投資材産業のなかに

含まれている。が建設工業は，早い時期に固有化

され， 1952年の時点ですでに98.3%が公共当局の

下に総轄され，中央当局の支配下にあったく注問。

る。

I I 
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となり，また

X(t)=X10t十XAt)={X1(0)+ XdO)) + 
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となる。 Vi, V2が外生的に一定で、あるとすれば，

X,, X2, X を決めるのは L へのX，の配分~.

つまり投資財産業への投資財の配分与であるc

重工業への優先的投資配分政策の下で，百を年

年大きくすることによって， Fe！’dman-Domarモ

デルの X2の均衡点をシフトさせながら，それが

また，次期の X1を大きくし，日の拡大とともに

投資財産業の次期の生産をさらに拡大するとい

う，拡大のプロセスが続レていたものと推論でき

る。もちろん，この過程ではXi，叶川拡大を通じ

てX2およびXの均衡解もまた，シフトしながら

拡大していっている。つまり，非農業部門におい

ては，盤工業への優先的投資配分政策を通じて，

投資が投資を呼ぶという，戦後日本の経済成長と

｜司ヒ 4カニズムが働いていたとお論できる。

ところで， Fel'dman-Dom，げモ平らでは，X1の

拡大はまた，それとうらはらの関係にある貯蓄の

拡大主必要とする。つまり， Xiとl,ij'itTiの貯蓄が

供給される必要がある。

先に指摘したように，非農業部門はその貯蓄を

農業部門に依存はしていない。さらに，これもま

た先に指摘したように，中lt:Jにおける1952～1957

年の間の 1人当り消費は約11%上訂しており，し

たが ・） て，非農業部門を中心とすーと：， 1人当り消費

の切り下げによって，その貯菩が賄われたとも結

論できない。結局上の Fel'dman-Domarモデ1レ

の図式でいえば， αの拡大によるXの拡大に，そ

の源泉を求めざるを得ないであろう。そのメカニ

ズムを分析しようとする場合、記；二所摘したよう

に投資の80%以上が中央財政によー aて賄われてい

I2 
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2 織椎原料農産物
:, . 林業
・1 石炭・石炭製品
;) 原油・石油製品

Ii. 鉄 鉱石
7. その1也の鉱業および非鉄金属
付加士一食品
り.i設社製品
10.建設資材

11.化学製品
12.鉄鋼
13.金属加工
14.機械
15.その他の生産財（紙・パノレブ。等）

Hi. その他の消費財
17 力ス
18. ：；主 力
19. j軍 ,j¥)i・通信
:!O. 4主設業

・, I その他のサービス業
己分刻不明

正kn 計

（出所〉 丹羽春喜『1956年中国産業連関表推計の概
要』アジア経済研究所，調査研究双響 181,1970 
年。

る円であるから，結局x，を中心とする Xの拡大

ど巾央財政収入の拡大がどのように問係づけうる

のがを分析すれば足りうるであろう。

第8表から明らかなように， 1953年から1957年

の聞に総財政収入は， 42.5%と急速に上昇してい

る。 1954年および1953年においては税収が非税収

入よりわずかに多いが， 1955～1957年においては

非同収入の財政収入に占める・g,J合が多くなってい

る〉

問収に閣しては，農業税は1950代においてほと

んど、変わ「〉ずわずかに上昇しごし、るにすぎない。

したがって税収の増大のほとんど全てが工鉱業お

よび商業税収の増大によるものであることがわか

る。

また，非税収入に関しては同営企業からの利満

お上びその他の所得が急速に上昇し，これが非税
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l収入の増大のほとんどを説明してL、る。

以ヒから明らかなように，財政収入の増大の財

源は，われわれのいう非喪業部門にあったことに

なる。この非農業部門の財源とこの部門の生産の

増大との関係を若干分析しておこう。非農業部門

の工鉱業および商業に対しては，直接税の純所得

税，粗収入税，および物品税方：1:mせれれ，それが

仁・鉱・商業からの主たる税訴でふ iた。 1953～

1957年の開は過度期総路線の下にふけ経済の社会

主義的改造が押し進められつつあぺた。したがっ

て，課税はその経済の社会主義的改造の手段に使

われたといってよい。このために，課税に際して

は必ずしも財源として最も成長率の高いものに高

い税が課せられたという訳ではなかった。これは，

税率の差別的適用のなかにみることができる。

粗収入税に関しては，いわゆる長工業に対して

は 1o/,＇，，ゴム製品，肥料，茶，＼／，などに対しては

2%，日用箸｛多品に対しては：1ちら， i.1－ーピス業に

対して 3%と差別課税がなされた地問。また，純

所得悦は 1万元に対して30%を最高の税率として

いたが．これに関しても日用必需品に対しては

10%, !fcT.主に対して40%とL寸差別的減税が行

なわれていた（注15〕。物品税に関しては，煙草，化

粧品，ビール，砂糖などに対して最高120～130%

が諜せられ，重工業製品に対しては 0%が課せら

れていた（注16〕。以上のような課税の性格から，重

を中心とする非農業部門の生産の発展ととも

に、必ずしも同じ成長率で税収が伸びた訳ではな

＇.＇が‘ Jド農業部門生産全体の成長とともに視収全

体は伸びている。

課税の面では重化学工業を中心とする生産財工

業は優遇主れていた。さらに，重工業部門の製品

は価格付けの面で優遇されていた。この時期の生

産物の／；lli格付けは，同一生産物の全国平均費用か

「，!fl］り／l1した共通のマーク・ア、j 7＇率を各勺の企

マ.~の利泊三千三とし，そのマーク・アゾイ卒分を全国平

均賀市に上のせしたものが全国共通価格とされた

位 17）。したがって，同じ産業内でも生産性の高い

13 
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企業は，より大きな利潤を件る仕組みになってい

コところで，重工業？ト心とする生産財工業は

こ心／ーク・アップ率の面iで｛也v)J主主と比較して

優遇されていた。この結巣，この生産財工業はき

わめて高い利潤を得ていた。

ゆえに，重工業を中心とする生産財工業の製品

価格を相対的に低くしたソヴィエトの場合とは異

なり，中国においては他の生産物にj七絞して，相対

的に正；iく保つ政策がとられた（i:J.ld＼この結果，残

招利潤の伸びは重工業を中心と 4る生産財工業部

門においてより高くなった。二れと先に述べた課

税閣での優遇，および相対的に高い生産性の伸び

により，さらに高い利潤の伸びがもたらされた。

1950年代までのソヴィエトでは，残留利潤のう

ん企業内に，企業の自FBfitLil i(t (iテとして比較的多

くが残されていたといわれる。しかしながら中国

の場｛＼＇には，上に述べた近工業をq1心とする生産

財工業のほとんどが，手！］潤の i司家 ／~ J) l::納として

悶家財政に吸いあげられた（注19）。上のような優遇

に加うるに，これらの産業は投入生産財の供給を

通じて使遇されていた。

以上がら，1953～19574，の問のij11司においては，

投資の重工業部門への優先的配分を通じてのこれ

らのJ市内を中心とする非農業部門の生産性の発

民，謀説，価格付け，手IJ潤の土納制度を通じて，

非農業部門の資本形成に必要な資金が国家財政に

吸収され，それが財政支出としてふたたび非農業

部門の投資に支出されるという，自己調達メカニ

ズ、ムがゆjらかになった。

5. 間接効果の分析

以上で， 1.で指矯した非農業部ドljの資本形成

が，その源資を農業部fljiζ依「存すと3よ二となくなさ

れたことを示し，またその源資の自己調達メカニ

14 

ズム主：分析した。つまり「直接効果」に聞して農

業／）＼）I 11］は司非農業部門資本形成：.：.凡L-c中主的で

あることを f<,1/'証した。

しかしながら，工鉱業部門を中心とする非農業

部門の生産は農業部門の生産の変動に対して，ま

ったく無関係でなく（白川また，非農業部門資本

形成に対しでも無関係ではない（凹I¥

この民業部門の生産が非農業部門の資本形成に

与える影響ii, 3.で示した「直接効果」とは区別

されなければならない。われわれはこの効果を，

直接効県」と区別して「間抜効果」とl呼ぶ。こ

れらニつの効果の違いは次のような例で示すこと

ができるであろう。

農業部門と非農業部門との経済的実換の結果，

民知刊11引けp農業部門へ100完の資源を流Illし，非

民業frG円からほ50元が農業部門へ流入したとしよ

う＂ニのときには，ネットの意味で， 100元 50元

三 50元J〕 rI在接効果Jがあったとぜ斗、うる。とい

うのはこの50元は，たとえ非農業部門の生産の変

化がなくても， 3.で示したように潜在的な資本形

成のための糠資となりうるからである。

;!.'.I士ご士山「直接効果Jが中立的である場合を考

えてみよ「） 0 中立的とは資源の流出と流入がパラ

斗スすることであったが，このy正ラ〉スの仕方に

は種々なケースがありうることは算術的常識であ

るが経済的には意味が違う。つまり，

ケース（1) 流出（＝100元〉コ流入（口100元〉

ケース（2) 流出（＝1000元）＝流入（1000元〉

というこつのケースでは，もし価格構造が同じで

あると汁1ば，非農業部門サイドかじみたときに，

｜何日かに経済的には意味が異なる。非農業サイド

かムみれば，ケース（2）における方が利用可能な農

業部門／1、うの資源はケース（1）におけるよりも明ら

かに大きい。このときのケース（1）とケース（2）との
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違いは，「直接効果jとは異なることは明らかでふ

ろう。 「直接効果」による純流入資源は，先に指

摘したように非農業部門の資本形1，立源資として白

接的に利用可能である。しかるに， 「間接効巣j

による流入源資は，そわが非農業部門の資本形成

に，どれだけの大きさで結びつくかは非農業iil¥P1J

の経済メカニズムに依存するであろう。他の条件

にLて一定であるならば‘ iTース（21:n方がケース

(1）より，より非農業部門の資本形成に貢献するこ

とが期待できるであろう。

こLのような li間接効果j を通じこ品業部Fねる：Jlc

農業部門資本形成にいかなる影響を与えていた

かを分析するのがここでの日的でふるc そのため

に，いままでは「資源j とし、う包括的な概念で農

業一非農業部門！illの取引を拍写してL、たが，以後

両部門におし、て生産される生産物に限定しよ九

以上のような限定をした上で，上の「間接効巣」

の分析のために， 1956年のq1国の22r:11門産業連WI

表を接用するであろう。

第リ夫がそのill関表かf1'られた社人！系数行列ん

である。これを使って分析を進める前に，この投

入係数行列について若干の説明をしておく必曹が

あろう。

まず，この投入係数行列は，丹羽：春喜氏が昭和

26年の日本の分析用36部門産業；車問表の投入陪

造に主として準拠しながら推計したものである

L注221。

粗産出額の推計に関しては，産業連関表の文、J-fi1

要素のウェイトが大きい産業に関しては，日本の

1951年の産出拡（物的タームで測定）と中国の19S6

年の産出量の比率から推計され，対角要素のワエ

イトがrトさし、産業につU、ては中国の心式統計がそ

のまま使われ，またそれさえも利用できなU、場合

には諸西側研究者の推計に依存してなされてい

一，

心ぃ

最終需要推計に関しては，原則として Holister 

山推計に（t<frしてU、る必23〕。 fこだ Holisterが貿

易棋を一括して公定為替レートで国内価格に換算

するとしぺ方法をと 1ているのに反し，輸出およ

び輸入額を品目別t二分割したのち、品目ごとの圏

内生産者価格と海外市場価格の比率を用いて，国

i句生産者価格の評fri:ii二換算し直して用u、てある。

付加価値額の推計に関しては， Ta-ChungLiw 

と Kung-ChiaYeh m推計しだ（注24）各産業ごと

川推定付加川値率を、各産業円相産出額：こ采じて

得られている。

内生部門Itりでの任’市取引額推計iこ関しては，昭

和26年の36部門分析用連関表の物的タームによる

1'.k:A構造に1京存しご111＼われて」、る。

つまり，日本の産業連関表仁，ド主れた企部を，各

各の産業ごとに算出された換算係数（日本1951年価

悩対中国El.，二年価格）を用いて元去示に換算すると

いう方法がとられている。このとき，中国側の価

格としては1952年生産者価格が利用されU，、る。

バランシングに閲しては「繰り返し計算法」が

用いられ，約4回の繰り返し計算によってかなり

の但度以；y，寸ることが認められ之ので，戎額は

「配分不明項目」または粗産出額を修正すること

にkって調整されて，，＇；，.：，。

以上が，われわれが利用しようとする産業連関

去の推計の概要であるが，結局との産業連関表が

19S6年の中国のそれとして，利用しうるかどうか

は，昭和26年の日本の物的タームで測った投入構

i主治， 195h年の中！主）のそれと台致するかどうかに

かかっているといってよいであろう。これに関し

て持計者は「昭和26年という時期の日本経済は，

少なくとιその工業部河に関しこはかたり未発達

な特性を残しており，また，戦争による打撃も残

Iラ
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「間接効果jについての分析

以卜ーのことを念頭に置いてーっていて， 1950年代後半期の中lifC警の投入構造

ff列を用いながら，

を進めたい。

第 9表の投入係数行列は，上で触れた丹羽春喜

と

している仇的。戦後の日本における傾斜生産方式

による急速な重化学工業化と，第1次5カ年計画

期の中国の急速な重工主化ξの顎fl羽生は，推計者

ある程度類似性を持っていたと袴えうる」と，

ブロツJ王の投入係数行列を適当忙並4ご変えて‘

け jl二し／二七のである。これかじ日！］「〉か／：；＿上うに，さらに干1H型Lづける仁のであるよの上の正当化を，

その投入在日i惇造から四1%の年の中国の産業は，うに思える。推計者も指摘Lてl,、；c'.，ように（注26¥

つにゲ 1［..ープ分けすることが可能であるべ第9表

CおよびDグルB, これらをA,にあるように，

コン

Cの各グループは，

投入産出関係と U、う点でお互いに独立である。一

方Dグ、ループは，産出に関しては全てのグループ

B, ープと名付けよう。 A,

設業部門に関しては各産？との々千円作計は，

トロール・トータルと大幅に食い違いをみせるこ

とから，農業に関しては両国の投入構造（物的ター

ムで測った〕は近似していないものと考えられる。

推計者はこの食い違いを諸積のデータを利用して

自らの生，ifのための投入に関し

て；れ寸一れの産業にも依存し tn、3 したがって，A

と悶1系を持つが，たとえこの修正に多少の悉意性

が入り込んだとしても，記号主：：：；p司令権を非農業部

修正しているが，

f)グルー

／ふらの投入の配分のパランスさえうまく行なわ

れれば，少なくとも投入産出関係という点におい
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l)ゲ,1J..,_ 7,T）守主に｛也（＼ 中i土台まれるのはA司

t( （予tn、の

用，rm，杓．

B）食用i,tn物fHil1可ハ一二つをtt：［：＇；引っとしよう

の民主部門：tCケ、、；o--・／・に－；－；；＇主れるが．注目十べ

いt，ことでは投入係敬夫（J)1'.2) 

この上ろな｛反ーだものと仮定することに LE仁

t記の1%1i年の最終需要構戎の下で

その最終需要に対する生産誘発係数

定の下で、：土．

"Iーで1された．

L r二さは℃ゲノレ一戸のドにきていることである

（士‘ 1主；三諸産業内生産の限界的変酌にもとづく，

品終需要れ限界的変動を示す係数とも考えること

が・）て， fl;/3許IIP'lの生産物i土C ゲルーペ

それ久〈勺産主の今：てにそ円牛j宝物を投入するが、

からは何｛ろの投入物をそ取じない｛
斗三？ザ
7L，」、，.－ ,"' Ir  

•-' ＇》，」‘

各々の諸苦手業の生産交問が，

長終需要項円の諸産業への最終需要に吸収されて

7
r
 

I
 

－，玄 t〕‘,・: J 、込→

7，‘に三くJ' 
1々,

Cゲル－ ・7＂の産業と l士、 f之入IT出格

j日荊Lたことかムすでに閉じかであるのだカ＼

業部門はA、



973120020.TIF

ゆく，そのような限界的構造を刀什－ ...：：：.とにはるで

あろう。

第10表から Bグルー70の諾産業lこ汁する1'!llr1;j定

資本形成と在庫純増に対する生産誘発係数のうち

で日立ったもの〈小数点第 1号と1、がりでなL、もの〉

をとりあげてみると，下のようになるc

建設資材
その他の治費＼！1
食用農産物

粒限定資本係数
に対する誘発係

｜数

0.1956 

{E庫純増；二品j
－；一る誘発係数

0.37923 
0.211:l() 
0.47'U.1 

どれからは‘民産物の生産の変動は， Bグルー

プの中の諸産業の間の；rt入産出キ1'1/.j主により， cl＼：農

業部門の中の建設資材産業の粗固定資本形成に対

する武献お］：びその産業の在庫純mを通じて、ユド

繁 10主英生産誘発係数

曜警l品~% ょと資 在ijiiJ,g)Jl
味(z／ζ tこ年j-ct-数
る議誘発係
数

工） 食維府用炭油原興・料右司h農産炭油産製物物素品 ! O.Oti'l'.! 0.47山42）織 o.ou:i o.osii:.:9 
3) 中本 I O.(J:ll2' O.Oii的。
4）石炭 0.0142 .00190 
5）原油 ! 0.0225 0.01597 

6）鉄鉱 石 0.01出 0.00:C:」9

7）そ地の金他の鉱業および:Jl'i'央金属' 0. IJ-ltl;:i O .10J:o2 

m 加工 食製¥.'i主 品 0.0077 0.α）523 
織 o.OJ47 o .02:-is:i 

1 ffi 設維 材品 。I:1.'i8 0.:¥71 

11)化学 iJi'l 鋼 ll.O:・l:1S 0.0tiふ＇..：9
1 鉄金機 0. 7130 0. 04086 
1 属加工 0.0975 0.01239 

1 その他の生産対（紙械ロロ・ロメルプ等） 0.01リバ l O.O,lci'l7 
1 0.2280 0.00398 

16）その他の消費財 （｝札州o: o.n1日Orn ガス 0.00046 0目。0039
篭 fカ業言 0.01234 0.00925 
運輸・ Jffi O. 06895 0 05569 

20）述， ［ を け仏711)1 O.Olil:l6 

21）その他のサ一以業 I 1人山67 0.C,S01l9 
22）分類不明 I o.o回70 0.7448 

.. i i士 l0879, 2. ::K:2」

（出所〕 丹羽春jg~ 『1956年中国産業連関表推計の概
望書』アジア経済研究所，調査研究双書 181, 1970 

年。

r8 

品業部r1i＂〕資本形成 lこ影響を与える 4二とがわか

る。「その他の消費財」および「食用農産物」の在

wの純刊に上る資本形成への影響は，必寸しも非

操業部門の資本形成のみへのものではないが，幾

分かは，この部門J、資本形成，，と通ずるであろう

4れが，農業部門の非農業部門資本形成／•..の［闘

機効果」のメカニズムのまず最初のものである。

次に，第リ表の；1／終需要構「J足元ゐら明らかほよう

に， Bクツレープの生産物に対する最終需要は，大

雑把にν..て，消'i4t（政府おにび家計の）と輸出によ

って占められている。（建設資材産業は除いたとき〉。

そして， 竺のBグrレープの諸産業の生産物は食料

および1<tliという、消費における主要尽日を構成

している。

中国t二才打、ては司これらの食料と衣類に問して，

1953年より配給割当制がしかれた（注27）。しかし，

食料および衣料に閉する割当呈が， 1950年代を通

じて減少させられえという情報はなu、。ょニれは，

l人当り消費が1952年と1957年の聞に年平均約

三2%の字で上昇し lごし、る世，s，ことからも、間接

的にではあるが支持されるであろう（これが維持

主れたのは，経済メカ二ズムとu、うより制度的保証であ

ったといってよいだろうんつまり， Bグrト プ の 諸

産業から産出された消費財は，たとえそれが農業

生産の，，21<1iiこよって r変動したとし〆ても、それはtl'J

費の減少（増加）とはあまり直接的に結びつかな

いで，輸出の変動に結びつνてL、たのではまいか

と考えられる。

先と同じように1956年の輸出需要の構成が第 1

次5カ年，；H1t1j期のIHJ維持されたと仮定す11ゴ，資

本形成に関するときと同じ論理によって，生産誘

発係数の大きさによ－ ）て各産業の生産変1iJJポ輸出

に与える限界的影響の大きさが確認できる。

さらに，第②グルーフ。の産業i二対する誘発係数
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｜対発忠全係の生数世界寝檎務： 家の計司1泊窪数誘費
すY冬」i川立L、

0.2919 i O 3213 
0.1149 

0. 15082 0. 22785 

0.14390 

その｝＇.也出 産費 別 0.10473 
その 日！ 0.09543 

百十

（出所〉 丹澗孝喜前掲事件n

の合計は，家計消費に対ナるものよりも，社世界

輸出Jこ対するものよりも大きいことが，上の表か

らわかるであんう。

したが ＂） 亡、農産物の生産変動は，~－~⑤ ＇l ，レー

フ。の諸産業の変動を通じて，輸出により大きな変

動を与えるような経済構造が非農業部門にあった

と推定できふ。中国におけゐ貿易政策i;t, 「輸出

できるだけを輸入する！というものであ、之か

ら，輸出の変動が直接Cit29）貿易収支の変動に結び

っくことはなかったと考えられるが，輸入農の変

動を通仁て；，?fノ本形成に影響をなえたも円とt1f翁で

きる。特fC.::.1950年代におνとは，投資lltff＇.誌の完

成プラントの輸入をソヴィエトに依存し，かっそ

れが資本形rN:i二大きな役割を来たして v、fこことか

ら，この』り二ズムを通じぐら’〉非農業：；，I¥I：，］の資本

形成への影響も無視すべからざるものがあったも

のとしてよいであろう。これが， 「間接効果」の

第2のメカ二ス、ムであるの

(/1:1) i人ドにもEげるに申立＇）こめの数 ιA, iキJ 概

念であること，および「凶民」概念、であることの 2点

にL,、て，第 Hiえの数字とは必ず Li, 1••1 じ｜勾作のもの

ではないが， jiードに掲げプヲrt－；，：ぷ本来i'i':if汁’ iにくな

ること？え念;i:tにおけば；，ょ'U、li'J，五比較lJ IIJj{ ~，. る。

NS （純貯平野）／NNP（純国民生産物）

1955～l%1i I年の年平Ji;/ii（。。）

i：本
l性トイツ
イタりー
ワラ γ7、
ピルマ

2fi.：＼カ 1

19.6 if イ今リノ、
16.3 l アメリカ
12.3 7 ィリピン
12.2 ,・ ((f [J,1 

11.品
10.1 
9.6 
6.7 
6.5 

〔，I，所〕 トじ f ・ ノレメンタ一，1 『ii本経済の町長

以凶』， E~ {: f仁川 iii聞社， }ll仰＇j, 20ページ。

（注2〕 Leippit,Victor D., ＇‘The Role of Land 

Reform and Collectivization of Agriculture in the 

Economic D巴 clopmentof China.＇’ in Paper p，γs 
cnted to the .lsi山 1 Studies on the Pac（斤・cCoast, 

1972 Conference. 

（注 3) Tang, A. M.，“ Performance in Agricul-

ture，＇’ m Economic Trends in Communist Chin仏

印 litedby Galenson, W., Liu, T. C and A. Eckstein 

がその代山～ .P,;:, o 

（註：4〕 Shigeru Ishikawa, Economic Develop-

ment in Asian Perspective, Kynokuniya, 1968, 

Chapter 4を参！日程のこと。

（主5) 鈴 K.¥1：平J『アグリヒン干え土社会会,,I」：れ

4 .,, 明文書 1971年を参考レ二 iJ ト。

(t.l: 6〕 ShigeruIshikawa, op. cit., Chapter 4. 

（注7〕 干iJI［教授の計測に関巡して付言すれぽ，右

I :,'i:授は

R Erl’. ¥ 
M/Pn J-: P = + ! l 

P叫 P，ベP, I 

とし、う式より，

R/P刷＝資ilJ;（のliJ悦的純移転

J; (P，／九 1）二τi'jj;;( (7）不可 i''1.1・：，利作転

（ただし， f’川 ：，農業部r'l'I二バア；＇11ll格， P, 恐；ず

物価絡〉

カ二つに分けておられる。しかし，上式の左辺は元来

行味がないのアはプいか，つまりM!Pnは非農業，＇fil門

l工物のうち，；＇＜ i¥.・tl＇＇に購入さ tしア －｝； 農業生産物ご烹

j にれた実質 U ：あ ＇， E/Pe はれ浜；－；［＇i 生産物川~（ヂし

された農産物単位で表わされた実質量：であり，実質量

ぴ），ユニットが＼＇r1なり減算は不可能であるからであるo

(i:8) Eel、JundG. N., Financing th沼 Chinese

c;u川•rnment !Judgct, Mainland China, 1950-1.95リ，

Jl. l丙．

( it 9 ) Liu, T. C.，“ Economic Development of 

Mainland China, 1949-65，＇’ m China in Crisz・s,

19 
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edited by Ho, P. T. and T. Tsou, University of 

Chicago Pressラ 1968,p. 626. 

(lUO) Liu, T. C., op. cit 

（注11) ／ことえば， Tang,A. M.，“Performanιe in 

Agriculture." 

（注12) 丹羽春寄 lfl956年の内閣産業j車問炎推計の

概要』アジ r任済研究所 1971 :1°，におL、て，，1'7され

たものを供、 F：。

Ci主13) Chao, K., Const叩 ctionIndustry in Com-

munist China, Edinburgh Univ. Press, 1968, 

pp‘16 37. 

（注目） Echlund, op. cit., p. 60. 

（な15〕 Ibid.,p. 61. 

（注16) Ibid., p. 63. 

〈注17〕 ShigeruIshikawa, National Income and 

Capital fもrmation仇 ，WainlandChina，アジア経

済研究Oi, 1968年， pp.10-14. 

（注18) Ecklund, op. cit., p. 80. 

〈注目〉 Ibid., pp. 8か-81.

〈註20） む1惜tein,A，“Economic Fluctuations in 

Communist China’s Domestic Development：’ in 

China in Crisis, University of Chicago Press, 

1968. 

(R21) Liu, T. C，“Quantitative Trends in 

the Economy,'' in Economic J,ends in Communist 

China, editerl by Galenson. W., Liu, T. C. and 

A. Eckstein, Chicago, 1968. この中で， Ta-Chung

Liuは農業の純生産額が純閣内生産および純悶内資本

形成に与える衝繋係数（impactmultiplier）がそれぞれ

1.91お上び1.66であると iている。したが 二農業

純生産初 1,tの増加は11農業部｜勺の純生バ巧1.91元一

1元＝0.917G増加させることになる。もし，差是楽部門

の限界投資傾向が 1であれば，非農業部門の資本形成

に対して0.66一℃，もし Oであれば0.91元の賞献をする

であろ二。 これに対しで， .;t;_j＇（鉱業によ〉てペーまされ

た石炭・欽r，~.Jう関内資フド形成（！ド農業部川）に ＇i· える

impact multiplier l士13.11元であり， 3,4，で示し

たわれわれの結論を支持するものである。

（注22) l'}'J;!春喜 !i'l%6;L ，［•霞産業連［＼＇；よ「 アジ

ア経済研究司調交研究Jx.:i 181 1970。

（注2：，〕出，lister, W., China's Gross N江tional

Product and Social Accounts 1.950-1957, Illinois, 

1958. 

20 

（注24) Yeh, K. C. and T. C. Liu, The Economy 

げ theChinese ,,1ainland: National Income and 

Economic Development, 19.'/3 1959 (RM-3519-

PR), Vol. 1 ancl 2 

（注25）丹羽脊：際前掲3 4ベージ。

(tl:26) 向上選 5ベージ。

〔花27) Perki口氏 D. H., λfarket Control and 

Planning in Communist China. 

(1±28) Liu, T. C.，“Economic Development of 

the Chinese Mainland, 1949-1965，＇’ in China in 

Crisis, edited Ho, P. T. and T. Tsuo, Chicago, 

19日円， P-626.

仁仁29) Mah, F. H., The Foreign Trade of 

九fainlandChina, Aldine, 1971, Chapt. 1. 

阻「農業を基礎とし，工業を主導とす

るj経 済 先 展 の 総 方 針 と 資 本 蓄 店

一一結論にかえて一一

以上Hまでで，第 l次5カ年計間期における非

民主部門資本形成；.二果たす農主主II円の役割を分析

してきた。そ二では，農業部門が非農業部門の資

本形成におよぽす影響を， 「直接効果」と「間接

効果Jという二つの概念を定詰することによハて

う〉析した。第 ll欠5カ年計画期に－）いていえば．

「直接効果」に関しては農業部門の影響は中立的

であるが， 「間接効果」に関しては限界的な意味

乙農業部門の生王変動が非農業部門資本形成に

影響をおよほしていたことがわか〉た。このよう

な第1次5カ年計画期の経済構造をもとに，それ

以後の中国経済における資本蓄積メカニズムに関

してL、かなる1if:論ができるか‘というのがここで

の主題である。周知のように， l川（）年以後，＇） Lf l De] 

からは，系統的な公式データーの発表はない。し

たがってわれわれは断片的で、不完全な情報仁依存

せざるを得ない。ここでの推論は結論をうるとし、

うよりもむしろ作業仮説の構築のためのそれとい

った方がよいかも知れない。
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「｜市民効果」は，

.tt業］ti；門の支出活動をと通じてその大きさの決まる

:;t~余剰をも p て Jj‘える，ヰ＼： t.i:業部門店本形式／、

江主部門の十イドか「〉みれば，間接効果と直接効果につし、ての定誌はすで

その経済的な｝J:11..k：こ－・）いてはまど論

）
 

1
 

1
 

に与えたがー

じていない。そこで，第 li欠ら力 4・期以役e，資本

民業部門iこの！影響である。 プケ「直接効果jは，それに；午「触れてお主苔摘の推論i二人るまえに，

たいわ 分配活動を通じてJj.える非主生産，おける支H¥, 

::'iミitl；門資本形式への影響ともいうことができるでヲF ヲF Fず主

にー、ーに寸でi二二士の定義からlj)jれか1＇.仁仁うト二

;. - ・ーι、／＿） ＂） 亡のi間接効果は，思業部ドIjの総生産からでの；＇；名門 11'1

大RMi主政7(2) ；三注生荷物、11;:;cfljでの 1'1 己 iil'L~5Jを差しつiu、た，

（／）大ささに依合三するであろう c 中国は大躍進政策1958年から1959年にかけて，

の熱j圧のなかにあった。

J ., 

/J-,勺この；'i'Jtl]it' 

ふる L、V 、はJ；ミ業部＼1Lj1J、らの生産物の販売に上。人

口業部門における基本経営単位うど‘従来の合1rあゐいは現令その他山；r記入（＇〕は農業悦に

この人民公社主 :Jも規模の大きい人民公干｜と L,このj這入11::仙iどしと，手1,J-1:::r~苅W-l へと ifc 入寸ゐ。

社には政治的経済的により大きな自律性日与えらした民業部11日々手I］は，非農業部P'Je）沌済＼／！；；去に依

このよろな人民公社の下で，従来住家同1］＇主れたっこのおJ¥llfjでの資本蓄積にf;¥;＇；＇：；：を（ i－え 0/J> ｛すして，

［｝サなものにすぎなか.，tこ手ー仁業的諸工業に加えて与えたいかも知れなL、。以上か心も失IIれないし，

：；王寺さ杉並木南たどにいたるまで J)~行1.:'!:,1伺，化学肥料，この Ill司法効果」は法本i'i'.JiこJl:11）］らか/:i.ょう iこ，

人民公社内の資源を利用して白給的に生l：業が、との効果農業部門の経済メカニズム！，こ依存 Lご‘

NI± flなうこどが企図された。

われわれの問題関心との間連で ＇I'えは，

二円 I＼副長が決まる O 手Ii長支部1190:）資本形成；－：.，

Lよh、＇＂己、『 V
Iエ℃ホ三（i"ll効果jが影特をJ年つとさtl' il'i '.t部門の余剰；う〉き

門内でのこの大躍進政策は，われわれのいう同時わめて大きな立；去をJ守つように江 J にど〈る。

の日記長の不足によ・＂）ご圧迫されト〉ィ子）.，たのを解

決しようとするものであぺたと汚えられる。上で

い刊訂接効果を通じての非民業部門資本形成への

圧迫i土，只体的には工業用住ifご物内不足による，

繊維工主を仁＼1心とする軽工業の資本設備の利用）主

設業部門効果を通じて非民主主部門の資本形！丸ぅ：このt:
業余剰jは， 主主部門内の消設の1vJri,Jと噌非主

！日jへの農業生産物提供の条件とに依存して決まる

農業生産の条f'l玉：所与とするときには，

であろう。

「il'i接効果jはより；長：j哲j探造的！［経済情i立の指

お上び輸出余力の低 1－・となってあ「バ、れのjJS;ド，

！ーのll引妾効果の

ケースでは， tt業部門の生廷の条件をJ¥1-r与にし た

ときの農業余剰のみをその視野のiS.かにおいて 1、、

僚である。長期的という忌日おま，

d寸 J方。う•）＇十三。

これよりな状態iこ対応するに、大躍進政荒では「泊：持効果」の場-ftl土手1J.G :tn日11引当らの！えるが，

品業JI；；：業部門からの資i原を（共給することなく，業生産の増大のための諸資源のむ；t；人をも号！主に入

そこから；Jドf之官余剰を人民公社内枠内で増大し，れて， j,l,j部［ll］の関係を把握Lようとするものでふ

ゐ。従来上りもより大なる公共民主投資を京 L fこがマノ

てこれが日立ザJして1"11ば， 事 1；欠 5力if-五ii函lにお

ける状態とは異なり， l立出効果がi,''t業部門からの

2 I 

剖＼［lfjへ同収しようとするものであ J 、た。

＇・：工り大主な己主余

J!Jを得るようなj訪台も包括できるJti:L乞である。

それによtJLJに流入させて，
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純流出となり，これによって間接効来か九くる資

本形成への圧迫を除去することのできるものでふ

った。

しかし，現実ーには司人民会社内の伝統資源に上

る諸工業が生産効率に:ts＼、て劣ってL、たため、宇：：i

果としては非民業i部門資本形成のためジ）中央財源

が大幅に司それらの諸て業を援助する j:二日パ二！？：全

部門lこ流入せざるをj寺；＇，：方、づた。したが J J二 ）（I.

接効果は依然としぐ中台，Jtニ全保， > tこ玄までふ》た

ものと考えられる。 lllJ民効果主ゐらく，，：：，)I＇農業；； 1WJ

の資本形成は，設業余剰の増大が中央＼jJ/JJ;((I)

部門への流入によって相殺され‘結局除去さJl /( 

か寸たものと ＂i'sえられる。したが bてラ ）（躍進ll)(

策下υ〉中I-ti経済は，先に述べた第 1；欠 5カ年リト1101

期の構造延長上のままであ／〉たとい－ ' －こよし、であ

ろう。

(3) 「農業を基礎とし，工業を主導と才一忍j

経済発燥の総方針と資本蓄間

1%0～1961年にかけての農業不振は，われわ，れ

のいう意味での直按効果に閉しては，；；＇｛主音 j¥fl'lへ

の純流入、およびIt司掩効J,}Uこ I＼－司しては，）~~!tr：余剰

の減／かによる！七迫に上，－－，て，，)lo農業部fllj資本形成

。）速度を低下せしめたむその結l;J-t 中liU経済企i本

が50年代の最高レベルを絶対的に下¥l>i ,t,ことし、；！ ; 

ti,ているc

この期間の経済政策の諸調整；こはここでは触れ

ないo ¥. γf t1 （こしても，この期信！の経験を通じて

伝統的資源。二利用した民業が自然災主：j-sζび気候

条件の変化iこ対してきわめて抵抗力が弱く、 三れ

が生産を不安定にし、 仁！！主化内政策遂行さきわ灼

て不安定なtのにすることカバザドヲ hベこな ，tニ。

19G2年， IJY,業を基礎！：＇. L、工業をζ噂とずる i

経済発展の総与引が発表された」この経済発hえの

総方針は．文化大革命を過とて徐々にn体1とされ
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1%0年代の末明から定？？してきたといマ）てよい、

鉄鋼‘機械，化学肥料、セメ〉ト，行炭の 2'i）ト

工誌を中心と L, 7K力発竜、農業檎同工業‘良機

！日！主理などの農業関連諸工業E：一つのユ二ソトと

L :J出｝Jに汁散された。これに「ド）て‘従来投口

資公ν＇i中心であった中央財政が地方レベルに分散

されたへこの分散されたユ二ソトは内枯闘をと日間

L t:1ン，大躍進政策期と異なり，多亙的に構成さ

;jl.ごいるものと考えられる。

大脱退政策期におL、てi土、 l'lt合自足の単位が人

民公社としぺ 7（）（）（）～］万人材向か「、なるユ二、ソト

のなかにjijlし込めロオl，経；斉的不効卒を生rたー

これに対して， l会の多重；的自給内足闘は， _L：述日）

諸T°tの経済的品適規開の大きさに L~：じて、種々

i：仁川慌のニ二、ソト内で農業を中心におL、fこ臼給ft;j

が． ＜｛，重的iこ構成されてL、るのが最大の特徴であ

る仁 liミ大規模内最終の円給 I河足園；士有レベルであ

ると抗r泣｜］される。このような政策は，われわれの

同福間心かじレえば、 i欠のように解釈できるであ

〆） ) 0 

謀本的には‘非農業部門資本形式への民業部門

内bx.t去の桔慢さからくる！玉迫を除去するJ互にあ

る。しか L、大躍進j昔！と異なけ，非農業部門の工業

]'(ilfiiJ i, ＞九日）j_ir代（1'.J投入を増たすることによ＇）て，

民主部門生産をと外さすとともに，安定さすこと

によ♂〉て、民主郎門か九v＇＞農業余剰の供給を増大

させ安定｛じするものであ ＇） た。さ九に，民業か地

域内特殊性に大きく依存することを勘案して、で

きうるかぎりその経営権が分散され，上でのべた

多屯的に構成された白給自足国内で‘非農業部門

とi,'11:業部門との間山丘接効果に閲する均衡を保っ

た拡大を凶ることカ‘{t凶されたとい J 、てよいc

このような政策は， 70年代に入 J 、てようやく定

着二した目Bがある。
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発J1(Jr-{c策とも L、うことができるであ人う、

この過程での位楽部門は工業主中心とする非民

われわれの定義Lた概念でし、えば司非rfi＇£古1;r111

かんの近代的投入山増大iこ対応してそれにλふ苛 J

T.；；ミ生産物の近代的位入を自らの部うti''.ill11Jよ，， 1・,, た）＇.~~＇：＇.：余采l]tノ〕供給を前大させ，それに J；っ乙間怯

効果（／）而から：）［ ）；巳業；~l\liiJ のむよ本形成：E 叩進すると 生産山jfl:代化による民業生川内生jlとにとり入，：l、

より大きな茂業余長ljを：＼！ti、白しつつ百戸I) I::. f十カ‘心、拡大EJ換ii品le¥¥とL、うことができる υヤう立llj~-C,

,Jp民主fm門ぷ）資キ：Jt;fiえを1Ji!:i生ずるであろう υ この

サIょう 1,1：重IJ態的民主部門・非民主lll：門し「）問係を，

そti)J；う fJ政策が多if1〔1YJに構成さ J！た fl
ん r今日

予i江ヲI

さらに，

給 lJjJ：闘で遂行主 AL て L 、るとし、うコ：！！~ミで、

体的むあるということができる J それ全政策的ι楠極的に推

1斤 r;¥::1：て／，JN：百）

j生L'Y），ふるよ行にみえる。

lヨ，jjh-.；は;iJujく活見L,

したが 3 ご， 「t＼業を基礎と L, L主を主’＇！＼＇－ と

する｜経済発展の総方針i土ラこ名主分権（i'.J拡大J~Jii/'.i

抗 1郎氏体；ヅルジョアジーの11ii'とでは， インド封建社

会のi壬済発民水準，が[Ji_;地下における商人，高利貸業苦

の i立川士分析し， i~L，部では「ンドの資本主義的発達と

ブルジヨアジー形成の特民を究明。 (1965年干IJ)

アジア経済研究所刊行

R kLノ；7、口 71Jlf• ill1f8t専fj¥tl{

インド・ブルジョアジーの形成

品；j，沢lK/A5 'fl] ノユ：Mt'i

「ンド人による fンドの fス弓ム運動史論である。

El:lO年代から40年代にかけて展開されたインド・ムスリ

ムL行政治運動の一つ「カクサル遅刻J;'.: ff古田にj_Q花し，

1000111 

宏訳

分離への道

あるイスラム思想家の悲年！J

ディ拝・｛主藤

印.I'¥ 

A. 

(1970年fll)

日lll関係について、政治， j壬；斉，文化の各領域にわた

り‘ ,1tf＼かそj税在にいたるまでの歴史的［司品目。日｜ごll文化
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